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当論文は、2020 年 3 月に公開された著者の論文、「公共建物の長寿命化施策の事例調査
ならびに VFM の基礎研究 その１1（以下、「論文その１」と記載する）」の継続研究であ
る。当論文「公共建物の長寿命化施策の事例調査ならびに VFM の基礎研究 その 2」では、
筆者が企画・執筆した書籍「よくわかる！公共建物の長寿命化 vol.2 ～小学校を大手民間
企業が再利用～（2021 年 3 月発行：株式会社クレヴィス）（以下、「新刊書籍」と記載する）」
内より、長寿命化を実施している公共施設の先進事例として 6 施設を選定して、長寿命化
                                                   




















で 3.8 億㎡の延床面積が存在している。また、その多くの建物が 1960 年～1980 年に建設







本計画」を策定した。総務省では 2014 年 4 月に自治体に「公共施設等総合管理計画」の策
定を発令した。各自治体での対策の大きな柱は「延床面積の総量圧縮」、「長寿命化」、「財源






                                                   









・議会棟、1993 年竣工の西棟からなり、北側道路を隔てて、警察本部庁舎と 2000 年竣工
の北棟から構成されている。青森県庁舎の改修該当建物の規模：構造は鉄骨鉄筋コンクリ
ート造（地下 1 階、地上 8 階（改修後 6 階に減築）、塔屋 1 階、建築面積：4,988 ㎡（改修















2021 年現在、既存建物竣工後の建物利用年数は、61 年目となる。 
 
2.1.2 青森県庁舎の長寿命化に至った経緯 







階建てのまま耐震補強を施す補強計画と、2 層（7 階、8 階）を減築して 6 階建ての建物に
してから耐震補強を施す補強計画との比較が掲載されおり、大変興味深い結果となってい
る。耐震補強箇所数の比較表を参照すると、既存の 8 階建てのまま耐震補強を施す場合の
補強箇所が 134 個所、2 層（7 階、8 階）を減築して 6 階建ての建物にしてから耐震補強を
施す場合の補強箇所はなんと 39 箇所に減り、8 階建と 6 階建ての耐震補強箇所数の割合を
計算すると 39÷139=0.281 となり、6 階建てに減築すると 28.1%の耐震補強箇所で現行建
築基準法耐震性能要求レベルが達成できることが分かる。表１に結果を示す。尚、耐震補強
箇所が大きく減ることにより、耐震改修のコスト的にも効果が高いことが示されている。 
表 1 青森県庁舎耐震補強箇所数の比較表（2012年度検討業務委託報告書より作成） 
 
また、既存の 8 階建てのまま耐震補強を施す場合の補強により執務室の分断箇所が 23 箇
所あるが、2 層（7 階、8 階、一部 6 階）を減築して 6 階建ての建物にしてから耐震補強を
施す場合の補強では、執務室の分断箇所がなんと 1 箇所だけとなり（表 1 参照）、執務室の
利便性も 8 階建ての建物を 6 階建てに減築する空間利用効果が大きい事が分かる。 
プロポーザル要項には県の「FM 施策 4：築 100 年に向けて長寿命化（改修、減築）計画
の基本方針」が示された。 





比較項目 6階 5階 4階 3階 2階 1階 地階1階 計
現状平面のまま耐震補強：A 4(0) 15(2) 22(6) 24(6) 24(4) 24(5) 21(0) 134(23)
2層減築＋耐震補強：B 0(0) 2(0) 3(0) 8(0) 12(0) 10(1) 4(0) 39(1)







ま利用する。また、減築部分の解体は、南棟の 8 階～6 階、東棟の 6 階を予定している。た
だし、「南棟 7 階機械室は、設備計画等によっては撤去可能」と記載されている。 
 
2.1.3 青森県庁舎の長寿命化を実現するまでの工程 
2007 年  「青森県県有施設利活用方針」を策定 
2007 年  「県有不動産利活用推進会議」を設置 
2008 年  「青森県県有施設長寿命化指針」を策定 
2008 年  「執務スペースの標準化」に着手 
2011 年  県庁舎耐震診断を実施。耐震能力不足が判明 
2012 年  耐震改修、長寿命化改修の調査・検討を一般財団法人建築保全センター 
に調査業務を委託 
2013 年  県内で改修内容および再配置・移転の検討 
今後 40 年程度（既存棟竣工後 53 年経過）は継続使用することを目標に、
長寿命化を図るための改修を行うことを目標に、長寿命化改修を決定 
2014 年   設計者選定（プロポーザル方式）を実施 
改修設計：株式会社日建設計を選定 
【凡例l | 1改修対象






会織宣 会饉室 鱗体 膿械言






































2015 年   長寿命化改修工事実施 
～2018 年  




青森県庁舎は、南棟・東棟・議会棟（1960 年竣工）・西棟（1993 年竣工）の 4 棟が「口
の字型」で結ばれる配置で建設されている。今回の耐震改修では、既存の南棟・東棟（8 階
建、地下 1 階）の上部 2 層（7 階、8 階）の床面積：2,960 ㎡を減築して 6 階建ての建物に
して、建物の重量を減らして耐震補強改修を行った。 
改修前の既存庁舎（南棟・東棟側）と同角度の改修後の写真を下記に掲載する。 
青森県庁舎南棟・東棟 地上 8階建の改修前の外観写真 
 























青森県庁舎の長寿命化実現への施策期間は、2011 年耐震診断実施から 2015 年の長寿命
化改修工事着工まで約 4 年間を必要とした。 
長寿命化改修工事費用は、約 8,236,000 千円であった。延床面積は 24,758 ㎡である。㎡







村野藤吾の代表作の一つ（1969 年第 10 回 BCS 賞受賞）である。目黒区総合庁舎の建物
規模：本館-鉄骨鉄筋コンクリート造（地下 3 階地上 6 階）、別館-鉄骨造（地下 3 階地上 9







                                                   







2021 年現在、既存建物竣工後の建物利用年数は、55 年目となる。 
 
2.2.2 目黒区総合庁舎の長寿命化改修設計概要 







④  役割・目的に応じたアクセス・エントランスの合理的な配置。 
⑤ 区民の新しい生活拠点としてふさわしい外部環境の形成。 


















2000 年 10 月   千代田生命保険相互会社経営破綻・更生手続開始 
   旧目黒区庁舎の老朽化、分散化、狭あい化問題検討 
2001 年 2 月 4 日  更生管財人から目黒区へ取得意向の打診 
2001 年 2 月 13 日 財産価格審議会による審議・答申 
2001 年 2 月 14 日 取得方針決定、買付証明書提出 
2001 年 2 月 26 日 土地建物売買契約締結（土地開発公社） 
2001 年 2 月 28 日 町会、住区、商店会等代表者への説明会実施 
～2001 年 3 月 2 日  
2001 年 4 月   担当組織設置（企画経営部庁舎移転担当） 
2001 年 5 月    旧千代田生命保険相互会社本社ビル耐震診断開始 
2001 年 7 月    新庁舎基本構想策定補助委託（指名競争入札）実施 
株式会社安井建築設計事務所に委託を決定 
2001 年 7 月   長寿命化改修基本構想作成 
～2001 年 10 月  
2001 年 8 月  新しい庁舎の利用計画を考える会設置 
2001 年 11 月  長寿命化改修基本設計・実施設計実施 
～2012 年 3 月  
2002 年 4 月  長寿命化改修工事実施 
～2002 年 12 月  
2003 年 1 月 6 日  目黒区総合庁舎業務開始 
旧目黒区庁舎の老朽化、分散化、狭あい化問題検討、土地建物売買契約締結後、長寿命化
改修工事竣工までに要した期間：約 3 年。 
 
2．2.4 目黒区総合庁舎の長寿命化実現するための長寿命化改修の特徴 

































化、狭あい化問題検討問題の解決策として、2001 年 2 月千代田生命保険相互会社の土地建
物売買契約締結後、2002 年 4 月長寿命化改修工事着工まで約 2 年間の短期間で行った。工
事費は、土地建物購入費：17,575,696 千円。工事・移転経費等： 6,206,234 千円であった。 
目黒区総合庁舎の延床面積は、48,075 ㎡である。㎡当たり単価を計算すると、6,206,234










上 3 階）。2012 年に「耐震補強＋改修設計」のプロポーザルが実施された。改修設計は株式
会社山下設計・浅地設計共同企業体が受注し、長寿命化改修工事を 2013 年～2014 年に実
施した。 
 
旧第 2体育館（竣工年：1991年）    旧第 1体育館（竣工年：1996 年） 
 
旧特別教室棟（竣工年：1966年）     エントランス棟（新築竣工年 2014年） 
2014年 改修オープン 







修⑦旧有磯高等学校体育館を改修」の 7 個の案を検討した。7 個の案を評価項目毎に点数化
して評価したところ、「⑦旧有磯高等学校体育館を改修」案が選ばれた。総合評価としては
「既存施設の利用によりコストパフォーマンス大、市民の利便性向上」があげられた。 
旧有磯高等学校は、1966 年竣工の校舎教室棟、1996 年竣工の第 1 体育館、1991 年竣工










2011 年  旧氷見市庁舎耐震診断を実施。耐震能力不足が判明 
2012 年  氷見市庁舎整備方針策定 
2012 年 12 月 旧県立有磯高等学校を改修して再利用する 
氷見市庁舎移転整備工事基本・実施設計業務プロポーザルを実施 
改修設計：株式会社山下設計・浅地設計 共同企業体を選定 
2012 年 12 月  基本設計・実施設計実施 
～2013 年 7 月  


















～2013 年 10 月  
2013 年 7 月  校舎棟、付属棟の解体工事実施 
～2013 年 12 月  
2013 年 10 月   長寿命化改修工事実施 
～2014 年 4 月  外構デザインワークショップ開催：計 5 回 
2014 年 5 月   新氷見市庁舎 オープン 
旧市庁舎の耐震能力不足判明後、2012 年に氷見市庁舎整備方針策定、長寿命化改修工事







であった。庁舎デザインワークショップは、2013 年 6 月～10 月の期間に計４回開催され、
市民・職員合わせて毎回 100 名程度が参加した。設計内容、市民の利便性、職員の使い勝
手、体育館を利用する計画ならではの問題点など様々な意見が出され、設計に反映された。 













で、旧第 1 体育館の 2 階には、中央に議場を設置してその周りを執務室が取り囲むよう計










2014 年にオープン後、景観広告とやま賞（2014 年）、日経ニューオフィス賞(2014 年)、




















の建物規模：延床面積：5,594 ㎡、構造種別：鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造（地下 1 階、
地上 2 階、塔屋 1 階）。改修設計は株式会社前川建築設計事務所に委託し、長寿命化改修工




ホール棟外観             ロビーからホワイエへの大階段 
2014年 改修オープン 



















2008 年 8 月  「弘前市歴史的風致維持向上計画」を策定 
弘前市民会館は同計画で「歴史的風致形成建築物」の一つに指定 
2010 年 11 月  前川建築設計事務所に調査・基本計画を委託 
～2011 年 7 月   
2011 年 11 月 前川建築設計事務所に長寿命化改実施修設計を委託 
～2012 年 6 月  
2012 年 12 月 長寿命化改修工事を実施 
～2013 年 12 月  
2014 年 1 月 リニューアルオープン 





































                                                   







2014 年にオープン後、弘前市景観重要建造物（2014 年）、第 11 回 JFMA 賞最優秀ファ






策定後に 2010 年の調査・基本計画委託、2012 年の長寿命化改修工事着工まで約 4 年間を
必要とした。 
長寿命化改修工事費用は、2,865,258 千円であった。内：工事請負費＋備品購入費は、
2,732,433 千円であった。延床面積は 5,594 ㎡である。㎡当たり工事単価を計算すると、





した。その後 5 市合併により北九州市役所として利用されていた。2007 年に戸畑区役所
の新庁舎が完成し空き状態になった後、2010 年に活用方針が決定され、竣工時当初の外観
を維持して耐震改修を施し、2014 年に築 80 余年の庁舎を図書館に用途変更して北九州市
立戸畑図書館としてリニューアルオープンした。 
北九州市立戸畑図書館の建物規模：既存建物延床面積：3,202 ㎡（改修後延床面積：




た。市役所から図書館への用途変更による長寿命化改修工事を 2012 年～2014 年に実施し
た。 
 
立戸畑図書館（既存建物竣工年：1933年） 2014年 改修オープン 
2021 年現在、既存建物竣工後の建物利用年数は、88 年目となる。 
 
2.5.2 北九州市立戸畑図書館の長寿命化に至った経緯 









2007 年  戸畑区役所新庁舎が完成し、旧戸畑区役所が閉鎖 
2010 年  北九州市が活用方針決定。事業化 
2011 年 3 月 耐震診断及び補強計画等活用調査実施 
2011 年 9 月 改修工事基本・実施設計の入札 
2011 年 9 月 改修設計：株式会社青木茂建築工房 
～2012 年 6 月     





2012 年 12 月 長寿命化改修工事実施 
～2014 年 2 月  
























2014 年にオープン後、グッドデザイン賞（2014）、第 27 回福岡県美しいまちづくり建築







から、2012 年 12 月長寿命化改修工事着工まで約 3 年間を必要とした。 
二
,.“●m -
＝ ,,Jfl:•一■奮似．＇＂＂1 ’I -- ； tIに1:1凶， . ••94' 
111'Iり・、.uL，し，叫ヽ；l l !9,
↓9 4.IU.．＂ ―. u.、”よIII,9 ．い• i幽．9，、：a,、,；Ilし
;KI/1号■芦”』II'[~:干
9,.m .,、, IJ¥'1111rn1o I rl":"1'1 :.....  
"’、,、人,:＇疇•1ぼむ心！1 叩な'!'..’• J,'JIht』- JI!I Illl.uMi t- 1̂ 1し；， 9 ， ”rL 
ジ四ばな•‘ぃi：・；~';·cc ~ 






9: 1 ;. :、'ifC可：i．i
I •., !’ 
』、/9,i~ ~ "ヽ●ヽFここ＝1I 
一9•'‘ ~’ ＇ 』 9U’, 









, '•\i i，、 し出

















吉本興業東京本部の建物規模：既存建物延床面積：5,500 ㎡（校舎 4,900 ㎡、屋内運動
場 600 ㎡）、鉄筋コンクリート造（地下 1 階、地上 3 階）。2007 年 6 月～2008 年 4 月に吉
本興業が自らの費用で長寿命化改修工事を実施し、10 年 10 か月間の物件賃貸借契約が始
まった。2021 年現在は第二期賃貸借契約が継続されている。 
 

















1995 年  新宿区四谷第五小学校が閉校 
  新宿区役所の第二分庁舎として利用 
2006 年  第４回歌舞伎町ルネッサンス推進協議会開催 
旧新宿区立四谷第五小学校施設の地域活性化への活用が要望され、「吉本
興業」に貸付を決定した。 
2007 年  土地賃貸借契約締結 
2007 年   吉本興業にて長寿命化改修工事実施 
～2008 年 3 月  
2008 年 4 月  吉本興業東京本部が旧四谷第五小学校に移転 
第４回歌舞伎町ルネッサンス推進協議会にて旧新宿区立四谷第五小学校施設の地域活性























は、吉本興業が負うものとし、その高額な費用を考慮して、初回の契約期間は 10 年 10 か




























判明」が 3 施設/ 11 施設である。ただし、長寿命化の施策を検討中に「耐震能力不足が判
明」した施設は、上記 3 施設と合計すると 9 施設/11 施設あり、耐震能力能不足の施設は全
体の 82％を占める。次に、「長寿命化施策の第一歩事象」として「長寿命化に向けた計画書
を作成・方針を決定」が 7 施設/11 施設で 64％を占める。また、自治体で設定した「長寿命
化の選定基準から決定」された施設が、「横浜市ひかりが丘住宅」で 1 施設/11 施設であっ
































1966年 7,890㎡ 旧氷見市庁舎の耐震能力不足が判明。 46年 2年
4 青森県弘前市民会館 1964年 5,594㎡ 弘前市歴史的風致維持向上計画策定。 44年 4年
5 北九州市立戸畑図書館
(旧戸畑区役所)
1933年 2,889㎡ 区役所の用途変更により活用方針決定。 77年 2年
6 吉本興業東京本部
(旧新宿区立四谷第五小学校)
1934年 5,500㎡ 歌舞伎町地域活性化活用要望が決定。 72年 1年
7 新宿区役所本庁舎 1965年 21,590㎡ 耐震診断による耐震能力能不足が判明。 46年 3年
8 青森県弘前市庁舎 1958年 11,283㎡ 弘前市歴史的風致維持向上計画策定。 50年 7年
9 横浜市営ひかりが丘住宅 1968年（2,220戸) 横浜市公営住宅等長寿命化計画より決定。 42年 6年
10 清瀬けやきホール 1976年 3,972㎡ 清誠市民センター再整備基本構想作成。 30年 4年
11 富山市民芸術創造センター
(旧東洋紡績呉羽工場)




図 1 既存建物竣工後から長寿命化施策第一歩事象までの期間 
「既存建物竣工後から長寿命化施策第一歩事象までの期間」は、「清瀬けやきホール」1 施
設のみが既存建物竣工後 30 年以内に長寿命化への移行計画を開始した。次に、55%の 6 施
設が、既存建物竣工後 31 年以上 50 年以内以に長寿命化移行計画を開始している。また、
建物竣工後 51 年以上たってから「長寿命化施策第一歩事象」を決定した施設は、36％の 4
施設であった。4 施設の中で、「北九州市立戸畑図書館」は既存建物竣工後 77 年が経過、「富
山市芸術創造センター」は既存建物竣工後 61 年が経過している。また、「長寿命化施策第一
歩事象」を決定した時点では、当 2 施設ともに利用されていない建物であった。 
「長寿命化施策期間（施策第一歩事象から工事着工までに要した期間）」に関しては、作
業期間の比較として、「3 年以内、4 年以上 6 年以内、7 年以上」を目安とした比較分析を図
2 に示す。 
 





















事着工」まで進めることが可能であることも解る。次に 45.5％の 5 施設が 4 年以上 6 年以
内に長寿命化工事着工を実現している。特に「青森県庁舎」では、耐震能力不足が判明後工
事着工までの 4 年の間に、耐震改修、長寿命化改修の調査・検討が行われ、耐震補強には減








今回調査した 6 施設の設計・工事費用は公的な入札結果が公開されている。4 章では、先進事
例の 6 施設を同規模（同じ延床面積）で新築した場合の費用を計算する。 
庁舎・住宅団地の新築計算の各種単価（設計、工事等）は、「平成 31 年度版 建築物のラ
イフサイクルコスト 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 編集・発行：一般財団法人 建
築保全センター11」内に掲載されている単価を使用した。 
「青森県庁舎」の長寿命化改修費用は、約 8,236,000 千円であった。 
「青森県庁舎」の新築計算で利用するコスト単価は、大規模事務庁舎の LCC12集計表で掲
載されている、設計コスト：10,120 円/㎡、新築コスト：328,700 円/㎡、工事監理コスト：
2,270 円/㎡、解体処分コスト：33,800 円/㎡とする。 
延床面積は、増築後の 24,758 ㎡と同じ規模で計算することにした。 
・設計コスト  10,120 円×24,758 ㎡     =  250,550 千円 
                                                   
11 「平成 31 年度版 建築物のライフサイクルコス」トでは、公共の庁舎、学校、中層住宅、高層住宅のライフサイ
クルコストを掲載している。新築コストは、それぞれのモデル建物の内訳書の直接工事費と共通費を集計し、国土
交通省の建設工事費デフレーター（建築総合）と「平成 30 年度新営予算単価」の地域別工事費指数で H28 年 10
月、東京に補正し、延床面積当たりの単価を求めている。 




・新築コスト 328,700 円×24,758 ㎡     = 8,137,954 千円 
・工事監理コスト 2,270 円×24,758 ㎡       =   56,200 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×24,758 ㎡       =  836,820 千円 









は、大規模改修後の 48,075 ㎡で計算することとする。 
・設計コスト  10,120 円×48,075 ㎡     =  486,519 千円 
・新築コスト 328,700 円×48,075 ㎡     = 15,802,252 千円 
・工事監理コスト 2,270 円×48,075 ㎡       =   109,130 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×48,075 ㎡       =  1,624,935 千円 




大規模改修後の 7,890 ㎡で計算することとする。 
・設計コスト  10,120 円×7,890 ㎡      =   79,846 千円 
・新築コスト 328,700 円×7,890 ㎡      = 2,593,443 千円 
・工事監理コスト 2,270 円×7,890 ㎡        =   17,910 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×7,890 ㎡        =  266,682 千円 
同規模庁舎の建設費     合計         2,957,882 千円 
 
「青森県弘前市民会館」の長寿命化改修工事費用は、2,865,258 千円であった。内：工事請
負費＋備品購入費は、2,732,433 千円であった。改修後延床面積は 5,594 ㎡である。 
「青森県弘前市民会館」の新築計算の単価は、「論文その１」の第 4 章で記載した文化ホー
ル新築工事の事例とし、単価は 730 千円/㎡（1996 年竣工の富山市芸術文化ホールの工事費
実績）とする。建替えには 730 千円×5,594 ㎡＝4,086,620 千円の工事費が必要になる。 
 
「北九州市立戸畑図書館」の長寿命化改修工事費は、798,633 千円（設計・監理費含まず）





研究所 発行：学陽書房」内で掲載されている、市民文化施設の建替え単価は 400 千円/㎡
を使用する。また、解体処分費は、同上の大規模事務庁舎の LCC 集計表で掲載されている、
解体処分コスト：33,800 円/㎡とする。 
建替えの延床面積は改築後の 2,889 ㎡、解体処分費は既存旧区役所の 3,202 ㎡で計算す
ることにする。 
・新築コスト 400,000 円×2,889 ㎡     =  1,155,600 千円 
・解体処分コスト 33,800 円×3,202 ㎡        =    108,227 千円 
同規模施設の建設費     合計          1,263,827 千円 
 
「吉本興業東京本部：旧新宿区立四谷第五小学校」の長寿命化改修工事費は、約 1,100,000
千円（設計・監理費含まず）であった。既存棟の改修後の延床面積は 5,500 ㎡である。 
「吉本興業東京本部：新宿区立旧四谷第五小学校」のの新築計算で算出の単価は、同上の大
規模事務庁舎の LCC 単価を採用し、延床面積は、5,500 ㎡で計算することにした。 
・新築コスト 328,700 円×5,500 ㎡      =  1,807,850 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×5,500 ㎡       =  185,900 千円 
同規模庁舎の建設費     合計         1,993,750 千円 
 
第５章 公共建物の長寿命化を実施した先進事例の VFM 分析 







示す。表 4 の最右列の「A/B (%)」が今回の VFM となる。数字が小さい方ほど、VFM が高
いと判断できる。 
  
                                                   







































































































































































図 3 長寿命化工事内容別割合 
「長寿命化工事内容」比較は、18％の 2 施設「目黒区総合庁舎、新宿区役所本庁舎」が、
「①外壁・屋上・内装は既存利用」である。次に大半の 73％を占める 8 施設が、「②外壁・屋上・
内装は既存部位を改修して利用」である。当 11 施設内で 1 施設「富山市芸術創造センター」
が、「③構造躯体のみ利用（外壁・屋根（屋上）・内装は全て新規に設置）」である。尚、当論文第 2
章および表 1に掲載しているが、「①外壁・屋上・内装は既存利用」の「目黒区総合庁舎」は既存建
物竣工後 35 年、「新宿区役所本庁舎」は既存建物竣工後 46 年が「長寿命化施策第一歩事象」
であり、今回の調査した 11 施設内では比較的竣工後新しい建物である。 
次に計算上の新築工事費用と、長寿命化の大規模工事費実績を比較する。VFM の比較の目
安として、長寿命化工事費用：A と、既存建物の新築費用（計算上）：B から「A/B＝5 割以
内、5 割以上 7 割以内、7 割以上」の区分での分布を図 4 に示す。 
 
図 4 長寿命化大規模改修費用対新築工事費用との比較 
「長寿命化大規模工事費用対新築工事費用との比較」は、長寿命化大規模工事費が新築工事







である。尚、当論文の第 3 章に記載しているが、「青森県庁舎」の VFM は、他 2 施設の新築費の
計算と異なるので、「目黒区総合庁舎、新宿区役所本庁舎」の 2 施設が計算上の VFM の 5 割以
内と見直すこともできる。この 2 施設の「長寿命化工事内容」は、「①外壁・屋上・内装は既存利
用」である。次に、VFM が 5 割以上 7 割以内の施設は全体の 64％を占め、7 施設である。この 7
施設の「長寿命化の工事内容」は、「②外壁・屋上・内装の各部位は改修して利用」である。次に、












え）年数の設定は、「建設時より 30 年後に大規模改修を行い、60 年間使用して同床面積で
建替えと仮定」としている。また、引用資料内では「建物区分」、「更新（建替え）」、「大規
























改修工事、長寿命化改修工事」の行政系施設比較を図 5 に示す。 
 








































































































































































・ 氷見市庁舎移転整備事業 ～体育館から市役所へのコンバージョン～ 
・ 弘前市 HP 
・ 弘前市民会館大規模改修事業概要「継承と革新」 
・ 北九州市立戸畑図書館 HP 
36 
 
・ 青木茂建築工房 HP 
・ 新宿区 HP 「吉本興業東京本部が旧四谷第五小学校で“入学式”」 
・ 新宿区 定期建物賃貸契約書 
・ 「公共建築のリノベーション・コンバージョン」 編集：次世代公共建築研究会、リノベーション・
コンバージョン部会 発行：一般財団法人建築保全センター 
・ 「平成 31 年度版 建築物のライフサイクルコスト 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修」   
編集 発行：一般財団法人建築保全センター 
・ 「公共施設等更新費用試算ソフトの活用実践マニュアル」  
 著者：ファインコラボレート研究所   発行：学陽書房 
・ 「よくわかる！公共建物の長寿命化 ～先進事例から学ぶ～ vol.1」  
編集著者：天神良久  2020 年 2 月 発行：株式会社クレヴィス 
・ 「よくわかる！公共建物の長寿命化 vol.2 ～小学校を大手民間企業が再利用～ 」  
編集著者：天神良久  2021 年 3 月 発行：株式会社クレヴィス 
 
